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― 主要７市議会会議録のテキストマイニング分析 ―
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Policy Agenda and Local Assembly Reform in the North Kanto Region
Analysis of the Minutes of the Seven Major City Assemblies using Text-mining Approach

Tadashi MASUDA

要　旨

　本研究では、北関東地方における主要７市議会（中核市・特例市相当）を対象として、政策課

題と地方議会改革に関する分析を行う。第一部では、会議録に収録された議員発言のテキストマ

イニングにより、政策課題を抽出し、二つの基本構造（「地域計画・事業分野」「議会審議・答弁

分野」）と四つの共通課題（「社会福祉分野」「学校教育分野」「施設利用・管理分野」「市民協働

分野」）が明らかにされた。

　第二部では、対象市議会において、特定課題としての地方議会改革がどのように取り組まれて

いるか、既存の調査報告の結果をレビューした上で、第一部のテキストデータセットを活用した

新規の内容分析により、追加分析する。その結果、北関東地方の地方議会は、改革には必ずしも

積極的でないことが分かった。分析対象期間及び事例の拡大は、今後の課題としたい。

キーワード：地方議会、会議録、テキストマイニング、KHコーダー、中核市

Summary

　　The study focused on seven major assemblies of core or special cities in the North Kanto 

region to analyze policy agendas and local assembly reform. The fi rst part of the paper showed 

two basic structures in the “local planning and project” fi eld and the “assembly discussion and 

responses to questions in the assembly” field, and four common challenges in the fields of 
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“education”, “facility utilization and management” and “citizens’ collaboration” by extracting 

policy agendas using text-mining approach applying to assembly members’ statements recorded 

on the minutes. 

　　The second part reviewed the results of the foregoing investigative reports to see how those 

city assemblies addressed the reform which was the specifi c agenda and then made an another 

analysis of the contents using the text data set shown on the fi rst part. The analysis results revealed 

local city assemblies in the North Kanto region did not always take a positive stance toward the 

reform. The period and cases subject to the analysis remain to be addressed in the future.

Key words: local assembly, minutes, text mining, KH coder, core city

Ⅰ．研究の課題と目的

　昨今のICT化は地方議会の情報環境を急速に変えつつある。地方議会はICTを活用しながら、そ

れぞれが改革を競い合う時代にようやく突入したのである。その結果、先進的な地方議会の改革

事例は、他の地方議会へと波及するようになってきた。

　地方議会は本来的に原則公開である。審議のライブ中継やオンデマンド動画の配信は、審議の

「見える化」に大きく貢献している。公開化の流れは、今後、押し留められることはないであろう。

ところが、依然として、傍聴規則等により議場内部での写真撮影や録音を禁止している地方議会

が多くなっている１）。地方議員の認識が現状に追い付いていないのではないか。

　最近の地方議会審議の急速な「見える化」にもかかわらず、残念ながら、我々が記録され、配

信されている映像やデータを十分に活用できていないことは明白である。議員が議会内でどのよ

うな発言や行動をしているか、新聞やテレビ等のメディアによる追及はなされていない訳ではな

いが、どうしてもそれらは単発的・イベント的になりがちである。一方、市民団体などによる権

力監視（モニタリング）は、継続性には優れるものの、しばしば政治的な傾向を帯びることがあ

り、客観的な分析が難しい面がある２）。

　本研究は、日々蓄積されてはいるが、ほとんど活用されてこなかった地方議会会議録に着目し、

地方議会が何を審議してきたのか、政策課題の観点から明らかにしようとする、地方政治の基礎

研究である。

　以下の分析では、北関東地方における政策課題と地方議会改革の現状を明らかにするため、相

互補完的な二つの分析に取り組む。第一部が、北関東主要７市議会会議録のテキストマイニング

により、それらに共通して観察される政策課題を明らかにするものであり、分析の主要部分であ

る。第二部が、対象市議会における地方議会改革の現状を評価するものであり、政策課題として

の地方議会改革について探索する補完的な個別分析である。
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　ここでは、本会議の会議録が分析対象となる。地方議会の会議録には、本会議と委員会のもの

がある。前者は完全公開されており、比較分析が可能であるが、後者は議会によって対応がバラ

バラであり、整備途上との印象を受ける。地方議会には、このほか全員協議会などのインフォー

マルな協議体もあるため、地方議会の全審議を網羅的に分析することは極めて難しい３）。

　本会議の会議録を分析するといっても、①地方議会を地方議員による審議の場と捉えるか、②

行政による決定と答弁の場と考えるか、③自治体の総合的な審議の場と考えるかによって、分析

の主眼が異なってくる。本稿では、地方議会審議は、①議員間の審議であるとの議員中心的な観

点（議員発言分析モデル）に立ち、行政の答弁等を含めず、議員発言を主たる分析対象とする。

　本稿における主要市とは、人口20万人規模以上の中核市・（施行時）特例市クラスの自治体を

意味している。それらは、地域を代表する大規模自治体である。

第一部　テキストマイニング

Ⅱ．先行研究

　テキストマイニングは、計量テキスト分析とも呼ばれ、内容分析の一手法である。テキストマ

イニングは、テキストデータのあるところ、どのような領域であっても活用できるため、情報科

学や言語学の分野を中心に、このところ急速に活用例が増えてきている。テキストマイニングの

定義やこれまでの研究動向については、増田（2012）などに譲りたい。

　増田（2014）は、テキストマイニングを地方議会研究に適用した事例をいくつか挙げているが、

今のところ、宇都宮市議会を分析対象とした高丸（2013）、地方議会会議録コーパスの構築を目

指した高丸・木村・渋木（2011）などを除けば、実例は少ない。また、その知見の範囲も限ら

れている。

　地方議会の政策課題を共起ネットワークにより構造化した業績には、爲我井（2015）がある。

これは、中核市・特例市に昇格した越谷市の政策課題を内容分析により特定化した事例研究であ

り、本研究とは分析対象及び方法の共通性を有する４）。

　本稿では、地方議会会議録の分析モデルを提示した増田（2012，2014）の方法論を踏襲し、

行政側答弁や議長による議事進行上の発言を除き、議員間及び議員からの発言（議員発言分析モ

デル）を抽出した形で、地方議会本会議会議録の分析を進める。議員発言分析モデルは、議員・

会派の取り上げた言説に限定するため、議会の自立的・主体的な活動を再現するには好都合である。

だが、議会活動全体における行政側答弁が抜け落ちるため、その解釈に留意する必要がある５）。
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Ⅲ．仮　説

　地方議会における審議内容は、二元代表制に関わる「基本構造」と政策分野の「共通課題」か

ら構成される。本事例（北関東中核市・特例市）における「基本構造」と「共通課題」は、以下

の通りである。

基本構造

　１　地域行政に関わる「地域計画・事業分野」（行政関連）

　２　議会審議に関わる「議会審議・答弁分野」（議会関連）

　　

共通課題

　１　高齢者世代を中心とした「社会福祉分野」

　２　子ども世代を中心とした「学校教育分野」

　３　公共施設関連の「施設利用・管理分野」

　４　自治体ガバナンスに関わる「市民協働分野」

Ⅳ．分析手法

　増田（2014）は、群馬県内の高崎市、前橋市、太田市を分析対象としているが、本稿では、

そこに宇都宮市、つくば市、水戸市、熊谷市を付け加え、合計４県７市議会を新たな分析対象と

する。一連の研究で扱われているのは、北関東地域の中核をなす主要自治体であり、人口20万

人以上の中核市・（施行時）特例市クラスに相当する。３市から７市に対象を増やしたのは、追

加分析として一般性を高めるためである。表１は分析対象市とその統計データを示したものであ

表１　分析対象市の概況

※出典：平成22年国勢調査、国土地理院面積調、全国市議会議長会実態調査　筆者作成
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る。特例市は2015年４月からの名称である施行時特例市とせず、当時の特例市と表記している６）。

　分析対象期間は、増田（2014）と同様に、統一地方選挙に挟まれる議会任期のうち、平成19

年４月～平成23年３月、これと一致していない議会は、部分的にこの期間を含む期間とした。

標準型の地方統一選挙型の場合、平成19年度～平成22年度にあたる。高崎市、太田市、宇都宮市、

水戸市、熊谷市の５市が標準型、前橋市が平成21年４月～平成25年３月、つくば市が平成20年

４月～平成24年３月である。分析対象発言は、すでに述べたように議員発言に限定した。分析

範囲の概念図は増田（2014）の図１に示しているので、参照してほしい。

　本稿での分析において新規に付け加えられるのは、①７市の全体分析、②追加４市（宇都宮市、

つくば市、水戸市、熊谷市）の個別分析である。群馬県３市については、全体として得られた分

析含意から、新しい結果と解釈を改めて再提示している。分析手法は、共起ネットワーク（サブ

グラフ検出・媒介）に限定し、データ数は50～ 60に調整した。今回、階層的クラスター、多次

元尺度構成法（MDS）については作図を省略した。また、分析の主眼が政策課題の構造化であ

ることから、抽出した品詞は名詞及びサ変名詞（～するを付けると動詞化する名詞）に限定した。

Ⅴ．分析結果

（１）全体分析

　ここでは、作業の最初に７市の頻出語について確認しておきたい。表２はKHコーダーによる

品詞で「名詞」及び「サ変名詞」と分類されたワードの上位50語である。分析対象市全体の「名

詞」では、「事業」が最頻出語（第１位16,723回）であり、以下ベスト10は、２「地域」、３「市

民」、４「委員」、５「状況」、６「市長」、７「制度」、８「年度」、９「議案」10「予算」と続

いている。その他のデータについては表２を参照していただきたい。

　「サ変名詞」では、「質問」が最頻出語（第１位16,657回）であり、同じくベスト10は、２「計

画」、３「答弁」、４「教育」、５「整備」、６「施設」、７「対策」、８「支援」、９「利用」、10「お

願い」である。二つの品詞のうち、政策領域として表出しているのは、主として「名詞」である。

　図１は北関東中核市・特例市議会（主要７市）における議員発言を統合し、データを共起ネッ

トワーク化したものである。この結果は、既出の手続きによって、地域における政策課題の構造

を複数のカテゴリーとして可視化させたものである。

　頻出語である「事業」「地域」などが関連する「地域計画・事業」は、行政に関わるワードで

あり、どの地方自治体にも関係する基本構造である。また、本稿自体が議会審議のテキストマイ

ニングであるため、議会に関わるワードによって構成される「議会審議・答弁分野」もまた、必

ず出現すべきものとして考えられる。そこで、二つのカテゴリーは、それぞれ基本構造（１・２）

と表現した。

　共起ネットワークにおいて、政策課題自体は、政策的にまとまった複合的な政策分野として表
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出されることもあれば、個別政策として表出されることもある。ワードは分析レベルを問わない

ため、それぞれのカテゴリーの分析レベルは多様となる。

　本分析では、共通課題として「社会福祉分野」「学校教育分野」を抽出化した。より具体的に

図１　全体分析

（サブグラフ検出・媒介　名詞及びサ変名詞　最少出現数800）

表２　全体分析頻出語一覧（名詞・サ変名詞　上位50語）

※筆者作成
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言えば、高齢者中心の「医療福祉分野」と、子ども中心の「学校教育分野」である。それらは、

基礎自治体が関与する政策領域のうち、市民生活に密接に関係するカテゴリーであり、市民の関

心も高い。当然、議会審議で取り上げられる可能性が高くなる。

　次に、具体度の高い政策課題である「施設利用・管理分野」が、環境整備と緩やかに結びつく

形で観察される。指定管理者制度等に関わる審議内容である。最後に、基本構造の行政分野など

と緩やかに関連した「市民協働分野」がある。自治体ガバナンスの問い直しや基本条例に関する

議論を反映したものと考えられよう。

（２）個別分析

a　宇都宮市

　前節において、全７市議会データを統合した形での政策課題（基本構造＋共通課題）を確認し

た。次に、ここでは、（増田2014）で取り扱っていない群馬県外４市から、ぞれぞれの共起ネッ

トワークを事例として提示する。

　最初に宇都宮市議会（図２）である。宇都宮市議会では、基本構造である「行政」については

「事業・予算・計画」として、「議会」については「執行機関答弁」として示されている。

　共通課題である「社会福祉分野」は「高齢社会・医療福祉」としてまとめられ、「学校教育分野」

は「子ども・教育」として概括されている。また、「施設利用・管理分野」は、「施設・利便性」

として、自治体ガバナンス関連は「地域連携」と名称付けた。

　その他、全体分析では抜け落ちたものの、地域経済に関わる「企業・経済」が観察できる。

図２　宇都宮市議会

（サブグラフ検出・媒介　名詞及びサ変名詞　最少出現数800）
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b　水戸市

　次に、水戸市議会（図３）である。水戸市議会では、基本構造である「行政」については「事

業・計画」として、「議会」については「議会審議」として示されている。「事業・計画」は、「地

方財政」と緩やかに結びついている。

　共通課題である「社会福祉分野」は「高齢者福祉」としてまとまり、「社会・生活環境」を経て、

行政構造である「事業・計画」につながる。

　「学校教育分野」は「学校・教育」として概括されている。「施設利用・管理分野」は「公共施

設・利用」とし、自治体ガバナンス関連は、宇都宮市と同様に「地域連携」とした。

c　つくば市

　茨城県二例目は、つくば市（図４）である。つくば市議会では、基本構造である「行政」につ

いては、水戸市と同様に「事業・計画」として、「議会」については「議会要望」として概括さ

れるが、「事業・計画」内部に一般的な「議会審議」の要素が内在されており、行政に取り込ま

れた形での、行政主導的カテゴリーとなっている。

　共通課題である「社会福祉分野」は規模が小さい。もう一つの共通課題である「学校教育分野」

は「子ども・教育」としてまとめられる。「施設・管理分野」は「施設管理」として表している。

自治体ガバナンス関連は「協働」としたが、他の項目と関連せず、孤立している。その他、当時

の検討課題として、行政系の課題の中に「基本条例」が見られる。

図３　水戸市議会

（サブグラフ検出・媒介　名詞及びサ変名詞　最少出現数800）
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d　熊谷市

　埼玉県からは県北中心自治体の熊谷市（図５）を選択した。熊谷市議会では、基本構造である

「行政」については「地域計画・事業」として、「議会」については中央部の「議会審議」と最下

部の「議会要望」に大きく分けられる形でラベル付けした。このうち、後者の「議会要望」は、

図４　つくば市議会　共起ネットワーク

（サブグラフ検出・媒介　名詞及びサ変名詞　最少出現数800）

図５　熊谷市議会　共起ネットワーク

（サブグラフ検出・媒介　名詞及びサ変名詞　最少出現数800）
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つくば市と共通しているが、とくに「質問」に緩やかに結びついた形で顕在化している。

　共通課題である「社会福祉分野」は、制度構築を含めた包括性とデータの広がりを考慮して「社

会福祉」とした。「施設・管理分野」は、「施設利用・管理」であり、標準的な形である。自治体

ガバナンス関連は、「質問」と関連しつつ、「議会審議」の中に包摂されており、個別化されてい

ない。

e　高崎市

　群馬県内３事例の分析結果は、本稿の仮説に即した形で再提示する。高崎市議会（図６）では、

基本構造である「行政」については「行政計画・事業」として、「議会」については「議案・条例」

及び「答弁・質疑」として表されている。

　共通課題である「社会福祉分野」は、「高齢社会・医療福祉」とした。もう一つの共通課題「学

校教育分野」は「子ども・教育」としてまとまり、二つの共通課題は、「社会・生活」を介して

結び付けられている。「施設・管理分野」は、「建設・施設利用」として建設と結びつけられてい

る。自治体ガバナンス関連は、「協働」としたが、構成語から特段の自発的な要素が感じられる

訳ではない。

f　前橋市

　前橋市（図７）では、基本構造である「行政」については「地域計画・事業」として、「議会」

については「質問・答弁」が見られた。

　共通課題である「社会福祉分野」は、「生活・支援」と緩やかに結びつきながら、「高齢社会・

図６　高崎市議会

（サブグラフ検出・媒介　名詞及びサ変名詞　最少出現数750）
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介護」として顕在化している。もう一つの共通課題「学校教育分野」は、「子ども・教育」であっ

た。「施設・管理分野」は「施設利用」となり、行政課題の「整備」と関連している。自治体ガ

バナンス関連は、とくに見当たらないが、「地区・住民」として合併関連の要素が見られる。そ

の他、「企業・経済」が孤立した課題として存在する。

g　太田市

　太田市（図８）では、他市と比べて、総発話量（ここでは総頻出語数）が著しく少ない。その

理由は定かではないが、政策課題の構造も特殊である。基本構造である「行政」については「行

政計画・事業」としてコンパクトにまとまっているが、「議会」については「条例・議会審議」

としてかなり充実している。両者をつなぐ第三のカテゴリーとして「執行部答弁」が多くの部分

を占めている。

　共通課題である「社会福祉分野」は「予算・財政・社会福祉」として、もう一つの共通課題で

ある「学校教育分野」は「子ども・教育」となっている。「施設・管理分野」は、「指定管理者」

として重点化されている。その他、前橋市と類似した経済項目として、「地域・経済」が存在し

ている。

図７　前橋市議会

（サブグラフ検出・媒介　名詞及びサ変名詞　最少出現数850）



増　田　　　正

－ 44 －

第二部　特定課題　地方議会改革

Ⅵ．地方議会改革の追加分析

　本章では、ここまでの分析では顕在化していない政策課題である「地方議会改革分野」に関す

る追加分析を行う。

（１）調査報告に見る地方議会改革

　本節では、地方議会改革について整理する。最初に、①日経グローカルの議会改革ランキング

と②全国市議会議長会による調査報告書により、地方議会改革の状況を確認する。

　前章までの分析結果によれば、期間中、地方議会改革は顕在化した形では政策課題となってい

ない。しかし、地方議会改革が審議されていなかった訳ではなく、中心的な課題ではなかったと

いうことである。

　そもそも、北関東エリアでは、議会改革度は低迷している。北関東７市の議会改革度を『地方

議会改革の実像』（2011）から拾い出してみたのが、表３である。調査時点において、唯一、宇

都宮市が自治基本条例と議会基本条例の双方を制定しており、太田市、熊谷市は自治基本条例の

み制定していることがわかる。なお、「太田市まちづくり基本条例」は、内容的に自治基本条例

に含めている。宇都宮市、熊谷市は「自治基本条例」の名称を採用している。

図８　太田市議会

（サブグラフ検出・媒介　名詞及びサ変名詞　最少出現数300）
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　議会基本条例を制定している宇都宮市がランキング上位に属していることは、議会基本条例が

議会改革の進展を示す一つのメルクマールとされている以上、当然である。表３を見る限り、宇

都宮市議会を除き、北関東を代表する都市では、議会改革が相対的に遅れがちであることが伺え

よう。日経グローカルの議会改革度ランキングが唯一のものではないが、北関東地域では議会改

革があまり進んでいないことは確かである。

　本稿分析対象期間中に重なる議会改革の動向を確認するために、ここで全国市議会議長会に

よって取りまとめられた「議会改革の取り組み事例」について、４年分抽出してみたい。

　平成19年には、ネット公開関連として、宇都宮市「本会議のネット中継」、前橋市「議長交際

費のネット公開」がある。政務調査費の透明性の確保の観点からは、宇都宮市「政務調査費の見

直し」、水戸市「領収書の義務化」、「同審査会の設置」「使途基準等の明確化」、前橋市「領収書

の義務化決定」がなされている。議会改革の中心的な項目としては、宇都宮市「議会制度改革検

討組織の設置」、熊谷市「一問一答制の検討」「政治倫理等検討委員会の設置」がなされている。

合併関連では、太田市「在任特例の終了」が報告されているが、とくに議会改革と直接的に結び

つくものではない。なお、平成19年の調査項目番号のみ、23となっている。

　平成20年には、前年度の課題を継承または重複したものも見られる。ネット公開関連として、

宇都宮市「議長交際費のネット公開」、熊谷市「本会議のネット中継」がある。政務調査費の透

明性の確保の観点からは、宇都宮市「政務調査費の見直し」、水戸市「政務調査費等審査会の設置」

がなされている。議会改革の中心的な項目としては、熊谷市「一問一答制の実施」がある。他に、

政治倫理関連では、水戸市「政治倫理条例の制定」がある。その他、宇都宮市「費用弁償の一部

廃止」、太田市「傍聴手続きの簡素化（個票形式の採用）」が見られる。

　平成21年には、ネット公開関連として、宇都宮市「政務調査費ネット公開・閲覧制度」、水戸

市「本会議のネット中継（配信）」があり、後者の本会議のネット中継は、宇都宮市（平成19年）、

熊谷市（平成20年）とかなり一般化したことがわかる。政務調査費の透明性の確保の観点からは、

表３　分析対象市の議会改革度

※日経グローカル編（2011）『地方議会改革の実像』日本経済新聞社
　（対象　806市区議会）をもとに筆者作成
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ネット公開関連で示した宇都宮市の事例に加え、前橋市「領収書の義務化」の前年度適用開始報

告、熊谷市「政務調査費使途基準の明確化」がある。他に、政治倫理関連では、前年の水戸市（平

成20年）の事例に加えて、熊谷市「政治倫理条例の制定」が挙げられるが、既出の通り、継続

的に審議されてきた事案である。

　平成22年には、ネット公開関連として、宇都宮市（平成20年）、前橋市（平成19年）に続き、

水戸市「議長交際費のネット公開」、前橋市「本会議のネット中継」（４市目）がある。政務調査

費関連では、宇都宮市「政務調査費等の減額」があり、議会改革の中心的な項目としては、前橋

市「一問一答制」、「個人質問日の拡大」がある。

　全国市議会議長会に報告されないまま、実際に改革が適用されている場合もあるため、上記は

網羅的なリストではないことに注意を要するが、議会改革分野においても、他市議会での先行事

例が徐々に波及していく様子が観察できる。その一方で、市議会の置かれている状況や議員の認

識の差などによって、導入のタイミングや制度の詳細は違いが出てくる。

　議会改革の取り組み事例の他、報告では「特色ある議会施設・運営事例」も取りまとめられて

いる。しかし、４ヵ年を通じて３市が報告するのみである。宇都宮市、前橋市では全期間中を通

じて議場コンサートを実施しており、特色となっている。宇都宮市はプロのジャズミュージシャ

ン、前橋市はアマチュア（生徒）が登場しており、個性が出ている。また、水戸市では、定例常

任委員会（平成19年）の他に、車椅子専用席、手話通訳（平成20年）などの事例があり、バリ

アフリー・福祉関連での特色がある。

（２）地方議会改革の内容分析

　本節では、第一部と同一のテキストデータにより、北関東７市議会における「地方議会改革の

内容分析」を行う。ここでは、出現回数に加えて、コンコーダンス機能を活用し、前後関係を考

慮した追加分析を行う。

　最初に、キーワードの説明をしたい。地方議会改革は「地方」＋「議会」＋「改革」に分けら

れる。頻出順で言えば、「議会」3,968回（名詞28位）、「地方」2,996回（名詞51位）、改革2,127

回（サ変60位）であり、それぞれが頻繁に登場する用語の一つである。

　「議会」には、他に「市議会」1,340回、「県議会」956回、「町議会」36回、「都議会」２回、「府

議会」２回を加えることができる。

　「議会改革」（複合語）は139回である。「議会」と「改革」は、例えば「改革すべきは議会で

ある」のように、直接連結していないことがある。そこで、「議会」を中心として左右５語以内

に出現した回数を数えてみる。

　表４は、地方議会改革関連語の出現回数をまとめたものである。なお、自治基本条例として出

現することが普通である「自治」＋「基本」は、左右５語以内の条件を外し、複合語のみ示して

いる。基本条例関連の「自治」＋「基本」と「議会」＋「基本」の間では、前者の頻度が圧倒的
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である。これは、対象市中３市議会が自治基本条例を制定している一方で、後者が１市議会しか

ない現状を反映しており、期間中、とくに後者について取り組まれていなかったからである。

　「議員」＋「提案」（68回）と「市長」＋「提案」（57回）は、拮抗している。しかし、一般の

議案がわざわざ市長提案と銘打たれることは少なく、議員発言を対象とした分析であることが、

こうした結果に帰着した原因ではないか。

　地方議会改革関連については、所管の委員会審議を対象とすれば、結果は変わってくると考え

られる。しかし、本稿の分析範囲からは、地方議会改革自体が、分析対象市の審議では、あまり

活発に取り上げられなかったと小括できるであろう。

Ⅶ．研究の総括

（１）第一部：テキストマイニング

　第一部では、北関東３県＋埼玉県北地域から主要（中核市・特例市）７市議会を選択し、地方

議会における政策課題についての分析を行った。研究は、①北関東地方、②中核市・特例市、③

分析年度（標準型：平成19年度～ 22年度）の諸条件を統制したものであるが、その知見をどの

ように解釈してよいかは、将来的に検討すべき余地がある。

　ただ地方議会の審議内容について、二元代表制に関わる「基本構造」が存在することは、諸条

件に関わらず、成立するものと考えられる。その分析含意は、①地域、②自治体規模、③時期（い

つのことか）、からの影響を考慮する必要はないはずである。つまり、いかなる議会といえども、

地域行政に関わる「地域計画・事業分野」及び議会審議に関わる「議会審議・答弁分野」は、存

在し得るのである。

　本分析結果から、四つの共通課題が発見された。高齢者世代を中心とした「社会福祉分野」、

子ども世代を中心とした「学校教育分野」の二分野については、基礎自治体の管轄する行政分野

表４　議会改革関連語の出現回数

※筆者作成
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の中で、市民サービスに直結する重点項目である。これらの課題は、地域、自治体規模、時期と

は無関係に、常に審議され続ける恒常的なテーマであると考えられる。

　一方、公共施設関連の「施設利用・管理分野」及び自治体ガバナンスに関わる「市民協働分野」

については、時期（いつのことか）による差が生まれる可能性がある。つまり、政策課題は時期

によって変化し続けるものであり、当該分析期間において、たまたま指定管理者制度や自治基本

条例などが一部自治体で争点化したため、分析結果に表れた可能性がある。とはいえ、「公共施

設の管理分野」や「市民協働分野」を一過性のテーマと結論付けるには、異なる時期においてそ

れらが議論の対象とされていない（争点化していない）ことを示す必要がある。従って、本分析

からは四つの共通課題が析出されたということを言及するにとどめる。

　ここでの暫定的結論として、テキストマイニングを通じて、仮説の通り、二つの基本構造と四

つの政策課題が発見されたと考えられる。

（２）第二部：特定課題　地方議会改革

　第一部において、地方議会改革分野は、主要な政策課題として確認できなかった。しかしなが

ら、期間中、分析対象市において程度の差こそあれ、地方議会改革が取り組まれたのは事実であ

るため、既存の調査報告の確認と、第一部で活用した同一データセットに対する地方議会改革関

連の内容分析により、追加分析を行った。

　その結果、分析対象市の中では、宇都宮市が比較的活発に地方議会改革に取り組んでいること

や、ネット公開分野、政務調査費関連など、先行自治体の改革内容が徐々に他自治体に波及し、

一般化していく過程が観察できた。

　概して言えば、北関東地方の地方議会は、改革に必ずしも積極的ではないことがわかった。こ

の結論は、分析対象年次に限定した暫定的・限定的な結論にすぎず、将来的には改革が進展して

いく可能性まで否定するものではない。

Ⅷ．研究の課題と展望

　本稿では、地方議会における政策課題と地方議会改革に関して、二つの分析を試みた。第一部

では、テキストマイニングにより、対象７市議会の議会会議録における議員発言から、政策課題

として、二つの基本構造と四つの共通課題を特定化することに成功した。

　第二部では、対象７市議会における地方議会改革の状況について、既存の調査報告をレビュー

するとともに、さらに議員発言の内容分析を行い、北関東主要７市においては、必ずしも地方議

会改革が活発でないことを示した。

　これら二つの分析を通じて、当該地域における政策課題と地方議会改革についての知見が得ら

れたが、課題も残った。今後の研究課題としては、①行政側答弁を含めた総合分析、②分析対象
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期間（任期）の拡大、の二点に取り組みたい。当面、①の分析可能な自治体から試行的に取り組

んでいきたいと考えている。

（ますだ　ただし・高崎経済大学地域政策学部教授）

注
１）三重県議会では、すでにこの種の規制を撤廃している。同議会改革年表によれば、傍聴席での写真、ビデオ、録音等は、
平成15年２月より解禁されている。

２）政治・議会監視の多くは、行政当局や主要党派などに対して向けられるため、一般的に反権力的な傾向を帯びているよ
うに受け取られる。

３）インフォーマルな協議体でも議事録は作成されていることが少なくないが、収集困難であり、その発言自体が非公式ま
たは自由になされるため、分析には向かないと考えられる。

４）爲我井（2015）は、中核市・特例市の研究であり、部分的にテキストマイニングの手法を採用している。
５）小田切（2015）は、参加・協働分野に関して議員発言モデルを採用している。
６）中核市の指定要件の緩和と特例市制度の廃止により、両制度を区別する必要性はほとんどなくなったと考えられるが、
本稿では調査・分析時の制度名称をそのまま使用している。
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